
札幌市における業務用建物のエネルギー消費実態調査

-建築のエネルギー消費調査研究委員会報告-

　　

1 . は じ め に

　当委員会は、2000年4月に日本建築学会北海道支部

の特定課題研究委員会として発足したものである。

　近年、地球規模での環境問題が国際的課題として注

目され、各分野での省エネルギーが急務となっている。

一方、安定的な経済成長期に入ったわが国では、良好

な社会ストックの形成が求められており、施設等の計

画的建設・運営維持を図る必要が生じている。本研究

では、このような背景を踏まえ、札幌市における各種

業務用建物のエネルギー消費量を調査し、その原単位

の作成と、そのエネルギー消費構造を明らかにするこ

とを目的とする。

　表1に示す札幌市内の事務所、病院、学校の3種の

建物を対象とした。調査は、建物概要、断熱仕様、空

調運転方法、エネルギー消費量の4項目について実施

した。各項目の内容を表2に示す。エネルギー消費量

は、電気、ガス、重油などと異なるため1次エネルギー

へ換算した 1)。

2 . 事 務 所 建 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 実 態 調 査

2-1.建物の熱性能

　事務所建物の外壁断熱仕様について集計した結果を

図 1 に示す。外壁断熱を実施していると回答があった

建物は、全体の75％であった。そのうち、断熱厚さに

ついて回答のあった建物のみを対象とした。平均断熱

厚さは34.3㎜であった。外壁断熱厚さ100㎜を超える

ような高断熱仕様の建物も数件見られた。

　窓仕様とは、ガラスの枚数（1重、2重、3重）と建

具の仕様（1重サッシ、2重サッシ）によって表される。

一般に、ガラスの枚数が多いほど断熱性が高く、サッ

シの枚数が多いほど気密性が高く、暖房負荷の低減に

効果がある。窓仕様について集計した結果を図 2 に示

す。その結果、2重ガラス+1重サッシの建物が最も多

く、全体の80％を占めていた。

2-2.冷暖房運転方法

　事務所建物の冷暖房設定温度と、冷暖房実施期間に

ついて集計した結果を図 3、図 4 に示す。

　冷暖房設定温度の平均値は冷房が24.8℃、暖房が

24.4℃であった。省エネルギーを念頭に置いた冷暖房

設定温度 2）（冷房:28℃、暖房:18℃）と比較して、冷

房は低く、暖房は高く設定されていた。このことから、

札幌市の事務所建物では、冷暖房設定温度を見直すこ

とによって、冷暖房用エネルギー消費量の削減が期待

できるものと考えられる。

　冷暖房実施期間の平均値は冷房が125.2日、暖房が

172.0日であった。冷房実施期間は90日～120日、150
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表 1　分析の対象

表 2　調査項目

図 1　外壁断熱仕様（事務所）

図 2　窓断熱仕様（事務所）

建物用途 形　　態 サンプル数
事務所 自社ビル、テナントビル 69件

*官公庁ビル、特殊な設備を備える建物は除く
病院 単科病院、総合病院 62件

*北海道医師会に加盟している病院
学校 小学校 209件

中学校 91件
高校（市立、道立） 32件

調査項目 内　　容
建物概要 竣工年、面積（敷地面積、建築面積、延床面積）

階数（地上階、地下階）
断熱仕様 外壁断熱厚さ、屋根断熱厚さ

窓・サッシ仕様（ペアガラス、２重サッシなど）
空調運転方法 冷暖房設定温度、冷暖房運転期間

エネルギー消費量 電気、都市ガス、重油、地域熱など
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日～180日という回答が多く、それぞれ32％、25％で

あった。この違いは、OA機器の導入、電算室の設置等

による内部発熱量の増加に伴う冷房実施期間の延長が

考えられる。

2-3.月間エネルギー消費原単位

　調査した建物の月間エネルギー消費原単位を図 5に

示す。5月と10月が冷暖房運転の切り換わる中間期に

あたり、エネルギー消費量の落ち込みが見られた。最

もエネルギー消費量が少なくなる 5 月の値は

107.05MJ/ ㎡･月であった。夏期のピークは8 月の

170.82MJ/㎡･月であった。また、冬期のピークは1月

の183.35MJ/㎡･月であった。

2-4.年間エネルギー消費原単位

　本研究では、年間エネルギー消費原単位をベース原

単位、夏原単位、冬原単位と消費パターンによって区

別した。消費パターンとは、年間を通しての月間エネ

ルギー消費原単位の増減によって区別した。年間を通

して定常的に消費されるエネルギー消費原単位をベー

ス原単位とし、夏期に増加したエネルギー消費原単位

を夏原単位、冬期に増加したエネルギー消費原単位を

冬原単位とした。

　規模別に年間エネルギー消費原単位を集計した結果

を図 6 に示す。調査した建物の平均値は1794MJ/㎡･

年であった。その内訳は、ベース原単位1229MJ/㎡･年、

夏原単位206MJ/㎡･年、冬原単位359MJ/㎡･年であっ

た。延床面積2000㎡～4000㎡の建物の年間エネルギー

消費原単位が最も大きく、2510MJ/㎡･年であった。

　4000㎡以下の規模の小さな建物は、冬原単位の値が

大きく、暖房用エネルギー消費量の大きなことがわか

る。規模の小さな事務所ビルでは、外壁の断熱厚さの

増加、断熱性能の高い窓の採用により、暖房負荷を減

少させる工夫が必要と考えられる。

2-5.エネルギー消費構造

　札幌市における事務所建物の規模別延床面積比率 2)

に、調査した建物の延床面積別エネルギー消費原単位

を乗ずることにより、札幌市全体の事務所建物の規模

別年間エネルギー消費比率を求め、結果を図 7に示す。

札幌市では延床面積0㎡～2000㎡、2000㎡～ 4000㎡

といった小規模事務所建物の占める割合が大きくなっ

ていることから、札幌における事務所ビルでの全エネ

ルギー消費量に占める割合が75％になっている。

2-6.規模別平均値の作成

　 事務所建物の年間エネルギー消費原単位の分布を図

8 に示す。建物のエネルギー消費量の初期診断に際し、

年間エネルギー消費原単位の規模別平均値を算出した。

これは、延床面積を変数とした年間エネルギー消費原

単位の近似直線によって表される。

　規模別平均値は右下がりの関数によって表され、建

物規模が小さくなるとそのエネルギー消費量がやや大

きくなる傾向を示している。建物規模の小さな建物で

は、延床面積に対する外皮面積の割合が大きい。その

ため、外皮からの熱損失が大きくなり暖房用エネル

図 5　月間エネルギー消費原単位（事務所）図 3　冷暖房設定温度（事務所）

図 4　冷暖房実施期間（事務所） 図 6　規模別年間エネルギー消費原単位（事務所）
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ギー消費量が増加したといえる。

　札幌市における事務所建物の省エネルギーを推進す

るにあたっては、規模別平均値を上回る建物について

エネルギー消費量削減に向けた努力が必要である。こ

のような建物が、規模別平均値までエネルギー消費量

を削減できた場合、事務所建物全体として現状よりも

15.6％の省エネルギーが見込まれる。

2-7.事務所建物のまとめ

1）事務所建物の平均断熱厚さは34.3㎜、窓仕様では

2重ガラス+1重サッシの建物が最も多く、全体の80

％を占めていた。

2）冷暖房設定温度の平均値は、冷房が24.8℃、暖房

が24.4℃であった。冷暖房実施期間の平均値は冷

房が125.2日、暖房が172.0日であった。

3）月間エネルギー消費原単位について集計した結果、

5月と10月が中間期にあたり、夏期のピークは8月

の1 7 0 . 8 2 M J / ㎡･ 月、冬期のピークは1 月の

183.35MJ/㎡･月であった。

4）年間エネルギー消費原単位を集計した結果、調査し

た建物の平均値は1794MJ/㎡･年であった。その内

訳は、ベース原単位1229MJ/㎡･年、夏原単位206MJ/

㎡･年、冬原単位359MJ/㎡･年であった。

5）札幌市における事務所建物の規模別年間エネル

ギー消費比率は、延床面積0㎡～2000㎡、2000㎡

～ 4000㎡といった小規模事務所建物の占める割合

が最も大きく、合わせて75％であった。

6）札幌市における事務所建物の規模別平均値を算出

した。この値に従って省エネルギーの可能性につい

て検討した結果、現状よりも15.6％の省エネル

ギーが見込まれる。

3 . 病 院 建 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 実 態 調 査

3-1.建物の熱性能

　病院建物における外壁断熱仕様と窓仕様の集計結果

を図 9、図 1 0 に示す。外壁断熱を実施している建物

は全体の67％であった。調査した建物の平均断熱厚さ

は事務所建物よりも厚く、その値は44.3㎜であった。

　建物の窓仕様は1重ガラス+2重サッシ、2重ガラス

+1重サッシ、2重ガラス+2重サッシがそれぞれ31％、

29％、31％であった。特に2重ガラス＋2重サッシの

窓仕様の建物が31％も占めていたことは、札幌市にお

ける病院建物の窓断熱に対する意識が非常に高いこと

を表している。

3-2.空調運転方法

　病院建物の冷暖房設定温度と冷暖房実施期間を図

1 1、図 1 2 に示す。今回調査した病院建物では、全体

の65％の建物で冷房運転されていた。冷房設定温度、

冷房実施期間については、冷房運転を行なっている建

物のみを対象として集計した。

　冷暖房設定温度の平均値は、冷房が24.4℃、暖房が

24.6℃であった。冷房設定温度は暖房設定温度に比べ

てばらつきが大きかった。

図 9　外壁断熱仕様（病院）

図 8　年間エネルギー消費原単位の分布（事務所建物）

図 7　規模別年間エネルギー消費比率（事務所）

図 10　窓断熱仕様（病院）
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　冷暖房実施期間の平均値は、冷房が94.6日、暖房が

161.1 日であった。冷房実施期間に比べて、暖房実施

期間が非常に長くなっていた。また、冷房実施期間に

関しては、非常にばらつきが大きくなっていた。これ

は、建物管理者側の空調運転方法の方針によるところ

が大きいと考えられる。

3-3.月間エネルギー消費原単位

　調査した建物の月間エネルギー消費原単位を図 1 3

に示す。中間期は6月と9月であり、夏期のピークは

8月の145.52MJ/㎡･月であった。また、冬期のピーク

は2月の251.89MJ/㎡･月であった。札幌市の病院建物

では、事務所建物と比較して、冬期の増加量のほうが

はるかに大きくなっていた。これは、冷房を実施して

いる建物が少なく、また実施していてもその運転期間

が短いこと、連続暖房がなされていることが原因と考

えられる。

3-4.年間エネルギー消費原単位

　規模別に年間エネルギー消費原単位を集計した結果

を図 1 4 に示す。調査した建物の平均値は2215MJ/㎡･

年であった。その内訳は、ベース原単位1420MJ/㎡･年、

夏原単位72MJ/㎡･年、冬原単位723MJ/㎡･年であった。

延床面積10000㎡～ 20000㎡の建物の年間エネルギー

消費原単位が最も大きく、2538MJ/㎡･年であった。こ

れは、病床棟と医療設備の充実、ランドリーなどの付

帯設備によるエネルギー消費量の増大が考えられる。

3-5.エネルギー消費構造

　札幌市全体の病院建物の規模別年間エネルギー消費

比率を図 1 5 に示す。延床面積4000㎡未満の小規模病

院の占める割合が最も大きく、全体の32％であった。

しかし、年間エネルギー消費原単位の大きかった延床

面積10000㎡～20000㎡、20000㎡以上といった大規模

病院建物の占める割合も大きく、合わせて47％であっ

た。

3-6.規模別平均値の作成

　病院建物の年間エネルギー消費原単位の分布を図

1 6 に示す。規模別平均値を表す直線は、事務所建物と

異なり、右上がりの関数で表わされていた。これは、病

院建物では建物規模が大きくなるに伴い、病床棟の占

める割合が大きくなること、病院の付帯機能が充実す

ることなどがエネルギー消費原単位を増大させている

と考えられる。

　事務所建物と同様に規模別平均値に従って省エネル

ギーの可能性について検討した結果、現状に比べて

10.2％の省エネルギーが見込まれる。

3-7.病院建物のまとめ

1）病院建物の平均断熱厚さは44.3㎜、窓仕様では1

重ガラス+2重サッシ、2重ガラス+1重サッシ、2重

ガラス+2重サッシがそれぞれ31％、29％、31％で

あった。

2）冷暖房設定温度の平均値は、冷房が24.4℃、暖房

図 14　年間エネルギー消費原単位（病院）

図 13　月間エネルギー消費原単位（病院）

図 12　冷暖房実施期間（病院）

図 11　冷暖房設定温度（病院）
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が24.6℃であった。冷暖房実施期間の平均値は冷

房が94.6日、暖房が161.1日であった。

3）月間エネルギー消費原単位について集計した結果、

6月と9月が中間期にあたり、夏期のピークは8月

の1 4 5 . 5 2 M J / ㎡･ 月、冬期のピークは1 月の

251.89MJ/㎡･月であった。

4）年間エネルギー消費原単位を集計した結果、調査し

た建物の平均値は2215MJ/㎡･年であった。その内

訳は、ベース原単位1420MJ/㎡･年、夏原単位72MJ/

㎡･年、冬原単位723MJ/㎡･年であった。

5）札幌市における病院建物の規模別年間エネルギー

消費比率は、延床面積10000㎡～ 20000㎡、20000

㎡以上といった大規模病院建物の占める割合が大き

く、合わせて47％であった。

6）札幌市における事務所建物の規模別平均値を算出

した。この値に従って省エネルギーの可能性につい

て検討した結果、現状よりも10.2％の省エネル

ギーが見込まれる。

4 . 学 校 建 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 実 態 調 査

4-1.生徒数1人当りの占有延床面積

　今回調査した学校建物の生徒数1人当りの占有延床

面積を図 1 7 に示す。全学校建物の平均値は10.74㎡/

人であった。学校建物別では、中学校の占有延床面積

が最も大きかった。これは、小学校、高校と比べて特

別教室が多いためである。一方、占有延床面積が最も

小さかったのは高校であった。

　生徒数1人当りの占有延床面積は、エネルギー消費

原単位を算出する上で重要な要素であると考えられる。

占有延床面積が小さい学校建物では、教室の利用効率

が高く、それに伴ってエネルギー消費原単位も大きく

なると考えられる。

4-2.生徒数1人当りの年間エネルギー消費量　

　生徒数1 人当りの年間エネルギー消費量を消費パ

ターンにより集計した。その結果を図 1 8 に示す。札

幌市の学校建物では冷房を実施している建物が存在し

ないので、夏期のエネルギー消費量の増加は見られず、

ベース消費量、冬消費量の2パターンに分けられる。

　生徒数1人当りの年間エネルギー消費量の平均値は、

6524MJ/人･年であった。その内訳は、ベース消費量が

2511MJ/人･年、冬消費量が4013MJ/人･年であった。特

に、冬消費量が大きく、夏消費量の2倍近くであった。

中学校におけるエネルギー消費量が、小学校、高校と

比較してやや大きく、その値は7179MJ/人・年であっ

た。特に冬消費量が大きかった。これは、非使用時の

特別教室における暖房用エネルギー消費量が考えられ

る。

4-3.年間エネルギー消費原単位

　学校建物の年間エネルギー消費原単位を図 1 9 に示

す。調査した学校建物全体の平均値は607.60MJ/㎡･年

図 17　生徒数 1 人当りの占有延床面積（学校）

図16　年間エネルギー消費原単位の分布（病院建物）

図 15　規模別年間エネルギー消費比率（病院）

図 18　生徒数 1 人当りの年間エネルギー消費量
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間エネルギー消費量の大部分が暖房用エネルギー消費

量であるため、その影響が大きく現れた結果であると

いえる。外壁の断熱厚さの増加、熱性能の高い窓、お

よび熱交換換気装置の採用により、暖房負荷を大きく

削減できる可能性がある。

　事務所建物と同様に規模別平均値に従って省エネル

ギーの可能性について検討した結果、現状に比べて小

学校では11.8％、中学校では9.6％、高校では12.0％

の省エネルギーが見込まれる。

4-6.学校建物まとめ

1）生徒数1人当りの占有延床面積の平均値は10.74㎡/

人であった。学校建物別では、中学校の占有延床面

積が最も大きかった。

であった。その内訳は、ベース原単位233.88MJ/㎡･年、

冬原単位373.72MJ/㎡･年であった。

　学校建物別の年間エネルギー消費原単位の平均値は、

高校が698.75MJ/㎡･年、中学校が640.16MJ/㎡･年、小

学校が563.40MJ/㎡･年であった。高校が最も大きかっ

た。これは、小学校、中学校と比べ、授業時間が長い

ことと、部活動などによる体育館における暖房運転時

間の延長が考えられる。

4-4.エネルギー消費構造

　学校建物別年間エネルギー消費比率を図 20に示す。

小学校の占める割合が最も大きく、全体の51％であっ

た。小学校は建物規模が小さく、年間エネルギー消費

原単位も小さい。しかし、そのエネルギー消費比率が

大きくなっていた理由は、建物件数自体が多いためで

ある。

4-5.規模別平均値の作成

　学校建物の年間エネルギー消費原単位の分布を図

2 1、図 2 2、図 2 3 に示す。規模別平均値を表す直線は

全ての学校において右下がりの関数になっていた。事

務所建物と同様に、延床面積と外皮面積の関係から、

規模の小さい建物において暖房負荷が大きくなってい

ると考えられる。また、札幌市の学校建物においては、

規模に係らず断熱仕様が同一の標準仕様（断熱厚さ25

㎜～ 30㎜、1重ガラス+2重サッシ）であることと、年

図 21　年間エネルギー消費原単位の分布（小学校）

図 19　学校建物別年間エネルギー消費原単位（学校）

図 20　学校建物別年間エネルギー消費比率（学校）

図 22　年間エネルギー消費原単位の分布（中学校）

図 23　年間エネルギー消費原単位の分布（高校）
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2）生徒数1 人当りの年間エネルギー消費量の平均値

は、6524MJ/人･年であった。その内訳は、ベース消

費量が2511MJ/人･年、冬消費量が4013MJ/人･年で

あった。中学校におけるエネルギー消費量が、最も

大きく、その値は7179MJ/人・年であった。

3）学校建物全体の年間エネルギー消費原単位の平均

値は607.60MJ/㎡･年であった。その内訳は、ベー

ス原単位233.88MJ/㎡･年、冬原単位373.72MJ/㎡･

年であった。学校建物別では、高校が最も大きく

698.75MJ/㎡･年であった。

4）今回調査した建物における学校建物別年間エネル

ギー消費比率は、小学校が51％、中学校が31％、高

校が18％であった。

5）札幌市における学校建物の規模別平均値を算出し

た。規模別平均値を表す直線は全て右下がりの関数

であった。この値に従って省エネルギーの可能性に

ついて検討した結果、現状よりも小学校では11.8

％、中学校では9.6％、高校では12.0％の省エネル

ギーが見込まれる。

5 . 札 幌 市 に お け る エ ネ ル ギ ー 消 費 構 造

5-1.業務用建物の延床面積比率

　札幌市における業務用建物の延床面積比率2)を図 24

に示す。事務所建物の占める割合が最も大きく、全体

の39％であった。次いで、学校建物が22％、病院建物

が11％の割合を占めていた。

5-2.業務用建物のエネルギー消費構造

　業務用建物延床面積比率に、各種業務用建物の年間

エネルギー消費原単位を乗じることにより得られた、

札幌市全体のエネルギー消費比率を図 2 5 に示す。事

務所建物、病院建物、学校建物の年間エネルギー消費

原単位については、今回の調査結果を用いた。宿泊、商

業、その他の年間エネルギー消費原単位については他

調査の結果 3）4)を補正して用いた。

　事務所建物のエネルギー消費比率が最も大きく、全

体の41％を占めていた。次いで比率が大きい建物は病

院建物であり、全体の14％を占めていた。これら2種

の業務用建物は、延床面積比率と比較してそれぞれ2

％、3％増加していた。

　一方、延床面積比率では大きな割合を占めていた学

校建物は、エネルギー消費比率では13％減少し9％で

あった。

5-3.省エネルギーの可能性

　今回調査した事務所建物、病院建物、学校建物の規

模別平均値に従って、省エネルギー削減量について検

討した結果を図 2 6 に示す。省エネルギー削減量につ

いては、目標レベル1、目標レベル2、目標レベル3と

段階的に評価できるようにした。

　目標レベル1（平均）とは、規模別平均値を上回っ

ていた全ての建物がその値までエネルギー消費量を削

減できた場合の札幌市全体におけるエネルギー消費総

量を試算した結果である。また、目標レベル2（平均-

10％）、目標レベル3（平均-20％）とは、規模別平均

値の90％および80％を目標値として設定し、その値ま

でエネルギー消費量を削減させた場合の結果である。

　目標レベル1は現状レベルと比較して、その13.8％

に当る年間2853百万MJの省エネルギーが見込まれた。

その内訳は、事務所建物15.6％、病院建物10.2％、学

校建物11.2％の削減率であった。また、さらに目標レ

ベル2（3）までエネルギー消費量を削減できた場合、

現状レベルと比較して18.7％（25.0％）の省エネル

ギーが見込まれる。

5-4.省エネルギー対策の提案

　今回調査した事務所建物、病院建物、学校建物にお

ける重点的に省エネルギーを行なうべき対象と、具体

的な省エネルギー対策を以下に提案する。

1）事務所建物：

　年間エネルギー消費原単位が大きく、規模別エネル

ギー消費比率の大部分を占める小規模事務所建物（延

床面積4000㎡未満）を対象として、省エネルギーを行

図 24　業務用建物の延床面積比率（札幌市） 図 25　業務用建物のエネルギー消費比率（札幌市）

41%

14%

9%

12%

11%

13%

事務所

病院

学校

宿泊

商業

その他

39%

11%

22%

10%

7%

11%

事務所

病院

学校

宿泊

商業

その他



e-mail:hayama@eng.hokudai.ac.jp

なうことが効果的である。具体的には、建物の断熱性

能の向上、全熱交換機の導入などが挙げられる。また、

これから増加するであろう冷房負荷に対しては、札幌

の冷涼な気候を利用して外気冷房を行なう。運転管理

の面では、冷暖房設定温度を見直す必要がある。

2）病院建物：

　病院建物では、規模別エネルギー消費比率の占める

割合の大きい、大規模病院建物（延床面積10000㎡以

上）におけるさらなる省エネルギーの推進が望まれる。

すでに様々な省エネルギー対策が導入されてはいるが、

空調運転方法の見直しや大規模な省エネルギー対策の

導入による計画的な省エネルギーが必要である。

3）学校建物：

　学校建物は年間エネルギー消費量の大部分を暖房用

エネルギー消費量が占めている。そのため、暖房負荷

軽減に貢献するような省エネルギー対策が必要である。

具体的には、現在の標準設計を見直し、断熱仕様の強

化、気密性向上と熱交換換気の採用などが挙げられる。

6 . ま と め

1）札幌市における業務用建物の延床面積比率は、事務

所建物の占める割合が最も大きく、全体の39％で

あった。

2）札幌市全体のエネルギー消費比率は、事務所建物の

エネルギー消費比率が最も大きく、全体の41％占

めていた。次いで病院建物が全体の14％を占めて

いた。

3）今回調査した建物の規模別平均値に従って、省エネ

ルギー削減量について検討した。その結果、目標レ

ベル1は現状レベルと比較して、その13.8％に当る

年間2853百万MJの省エネルギーが見込まれた。ま

た、さらに目標レベル2（3）までエネルギー消費量

を削減できた場合、現状レベルと比較して18.7％

（25 .0％）の省エネルギーが見込まれる。

4）今回調査した事務所建物、病院建物、学校建物にお

ける具体的な省エネルギー対策を提案した。

図 26　省エネルギー削減量の予測（札幌市）
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